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研究要旨 本研究では、神奈川産業保健総合支援センターが機関誌を送付している 1,300社（以下、事

業場向け調査）およびインターネット調査会社にモニター登録し「現在テレワークを実施している」と

回答した 4,500人（以下、労働者向け調査）を対象に、テレワークの実施状況および労働者のメンタル

ヘルス・ストレスとの関連要因について尋ねる自記式質問票調査を実施した。事業場向け調査では、82

社から回答があり（回収率：6.3%）、このうち「テレワークを実施している（過去に実施していた場合

を含む）」と回答したのは 38社（46.3%）、「実施していない」と回答したのは 44社（53.7%）であった。

「テレワークを実施している」と回答した事業場のうち、テレワーク導入後、労働者のメンタルヘルス

やストレスが「悪化した」と回答したのは 10.5%であり、多くの事業場で、オンラインを活用したメン

タルヘルス対策が行われていた。一方で、テレワークを実施する上での課題として、費用面や公平性の

担保の問題が多く挙げられた。「テレワークを実施していない」と回答した事業場では、その理由とし

て「テレワークに適した業務がないから」を挙げた割合が最も高かった（88.6%）。労働者向け調査では、

テレワークに特有のストレスとして、自宅におけるテレワーク環境の整備不足や、上司・同僚とのコミ

ュニケーションの取りづらさに関するものが多く挙げられ、これらの要因は精神的健康の悪化と強く関

連していた。属性別の解析では、特定の業種・職種において精神的健康が悪化したといったような傾向

は認められなかったが、独り暮らしの人や、自分自身でテレワークを行うかどうかを選択できていない

（勤務先の指示のもとで強制的にテレワークを実施している）人は、精神的健康が「悪化した」と回答

した割合が高かった。一方で、オンライン上での親睦を深めるような場やイベントに参加している人は、

精神的健康が「良くなった」と回答した割合が高く、このようなコミュニケーションの場を設けること

が、テレワーク労働者の精神的健康の保持・増進に寄与する可能性が考えられた。本調査の結果から、

今後、テレワーク労働者に対するメンタルヘルス対策を進めていく上で、テレワークの導入・実施に際

して利用可能な事業や助成金制度に関する情報、教育研修を適切に実施することの必要性、健康影響を

受けやすい人の特徴とその対策に関する情報を周知していくことが必要と考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

 今般の新型コロナウイルス（COVID-19）感染

症のパンデミックに伴い、多くの労働者が十分な

準備がなされないまま働き方の変容を迫られる

ことになった。その中で普及しつつある働き方の

1 つに「テレワーク」が挙げられる。令和 2 年 3

月下旬に労働者を対象に実施されたインターネ

ット調査（Sasaki et al., 2020）では、勤務先か

らテレワークや在宅勤務の励行について通知が

なされた割合は26.8%であることが報告されてい

るが、この割合は政府から緊急事態宣言が発令さ

れる以前のデータに基づくものであり、今後、

COVID-19感染症の再流行への備えの観点、また

「働き方改革」の推進の観点から、テレワークの

普及が急速に進むだけでなく、企業によってはオ

フィス賃貸料の経費削減等の観点から、永続的に

取り入れられる可能性がある。 

 テレワークの導入により、「通勤の負担が軽減

され、1 日の時間を柔軟に使えるようになった」

という声が聞かれる一方、産業保健専門職による

支援の低下や、依存症を含む労働者の保健行動の

悪化が浮き彫りとなっている。また「仕事と家庭

の境界が曖昧になり、休息時間が不足し、残業時

間が増加した」、「オンライン会議が増加し、余計

に疲れるようになった」という声も聞かれている。 

 このように、テレワークの導入は労働者に対し

てストレスの増加と減少の双方をもたらすこと

が明らかにされつつあるが、どのような属性にお

いて、ストレスの増加や減少が認められやすいの

かについては十分に検討されていない。



COVID-19感染症への対応に伴い、テレワークの

推進を図るとともに、メンタルヘルス対策等の環

境整備について検討を行うことが急務となって

いる。 

 そこで本研究では、事業場および労働者を対象

とした自記式質問票調査によって、テレワーク導

入に伴うストレスの増加・減少の傾向を把握し、

その実態を明らかにすることを目的とする。本研

究によって得られる知見は、テレワークの導入に

よってストレス要因や精神的健康が悪化する者

の属性を同定し、これらの属性に対する効果的な

メンタルヘルス対策を検討するとともに好事例

集の作成を行う際の基礎資料となることが期待

される。 

 

Ｂ．研究方法 

１．事業場向け調査 

 令和 2 年 10 月に神奈川産業保健総合支援セン

ターの協力のもと、同センターが「産業保健 21」

や「神奈川産業保健総合支援センター通信」等の

機関誌を送付している 1,300社にテレワークの実

施状況および労働者のメンタルヘルス・ストレス

との関連要因を尋ねる自記式質問票を配付し、回

答を依頼した（締切は令和 2年 12月末とした）。 

 質問票では、事業場の基本情報、テレワークの

実施状況（導入・廃止時期、テレワークの形態、

実施している労働者の割合、実施頻度、ハードウ

ェアの支給状況、労働者のメンタルヘルスやスト

レスの変化、実施上の課題とその解決方法、課題

の解決に支障となったこと、労働者への事前説明、

メンタルヘルス対策の体制整備・実施状況とその

工夫点、テレワークを導入して良かったこと）、

（「テレワークを実施していない」と回答した場

合）テレワークを実施していない（できない）理

由について尋ねた（資料１参照：質問票では、回

答のしやすさを考慮し「労働者」を「社員」と表

現した）。 

 解析方法として、質問票で尋ねた各項目につい

て単純集計を行い、テレワークを実施している事

業場（過去に実施していた事業場を含む）と実施

していない事業場について、その実態を把握した。 

 

２．労働者向け調査 

 令和 2 年 10 月にインターネット調査会社にモ

ニター登録している 40,000 人に「今現在、仕事

をしているかどうか（自営業主の家族で、その自

営業主の営む事業に無給で従事している者を除

く）」、「勤務している会社や団体（フリーランス

契約を含む）で、COVID-19感染症への対応から、

新たにテレワークが導入され、自身もテレワーク

を行っているかどうか」を尋ね、いずれの項目に

も「はい」と回答した者を対象にテレワークの実

施状況およびメンタルヘルス・ストレスとの関連

要因を尋ねる自記式質問票（資料２参照：質問票

では、回答のしやすさを考慮し「労働者」を「従

業員」と表現した）への回答を依頼した。先着順

で回答を受け付け、4,500 人（性別×各年代［20

歳代～60歳代の 5段階で、60歳代は 65歳を上限

とした］で目標数が均等になるよう、男女ともに

各年代の目標数を 450人とした）に達した時点で

調査を終了した。 

 質問票では、基本属性（テレワークの状況を含

む）、テレワークによる仕事の状況（仕事の量的

な負担、仕事の質的な負担、仕事の身体的な負担、

仕事のコントロール度、技能の活用度、職場の対

人関係によるストレス、仕事環境［騒音、照明、

温度、換気など］によるストレス、仕事の適性度、

働きがい、上司からのサポート、同僚からのサポ

ート、配偶者・家族・友人からのサポート、1 日

あたりの労働時間、働きやすさ、孤立感・孤独と

感じること）の変化、テレワークに特有のストレ

ス、テレワークによる心身の健康状態（仕事のパ

フォーマンス、身体面の全般的な健康状態、精神

面の全般的な健康状態、身体活動量、1 日あたり

の喫煙本数、1 日あたりの飲酒量／アルコール摂

取量、体重、仕事に対する満足感、家庭生活に対

する満足感）の変化、テレワークの実施継続に対

する意識について尋ねた。尚、テレワークに特有

のストレスに関しては、東京大学 職場のメンタ

ルヘルス（TOMH）研究会（2020）で作成中の

項目プールの使用許可を得て、その一部を抜粋・

編集した。 

 解析方法として、（１）基本属性およびテレワ

ークに特有のストレスの分布、（２）業種および

職種別のテレワークによる仕事の状況および心

身の健康状態の変化とテレワークの実施継続に

対する意識の分布、（３）基本属性別の主要な心

身の健康状態（仕事のパフォーマンス、身体面お

よび精神面の全般的な健康状態）の変化の分布、

（４）テレワークに特有のストレス別の主要な心

身の健康状態の変化の分布を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 事業場向け調査は、労働者（回答者を含む）の

健康情報を収集しない無記名式の自記式質問票

調査であり、「人を対象とする医学系研究」には

該当しないが、「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」に準拠し、情報の取り扱いには十

分に留意した。労働者向け調査の実施に際しては、

北里大学医学部・病院倫理委員会の承認を得た

（承認番号：B20-179）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．事業場向け調査 

 令和 2年 12月末までに 82社からの回答があり

（回収率：6.3%）これらを対象総数として解析を



行った。 

 

（１）回答事業場の基本情報 

 回答事業場の本社所在地のうち、最も多かった

のは神奈川県（79.3%）であり、次いで、東京都

（14.6%）であった。また、少数ではあるが、埼

玉県、静岡県、福岡県に本社を置く事業場からも

回答が寄せられた（図 1-1）。 

 回答事業場の業種のうち、最も多かったのは製

造業（52.4%）であり、次いで、保健衛生業（9.8%）、

運輸交通業（6.1%）であった（図 1-2）。 

 回答事業場の総労働者数のうち、最も多かった

のは 100 人以上～300 人未満（25.6%）であり、

次いで、1,000人以上（23.2%）、30人未満（18.3%）

であった（図 1-3）。 

 回答事業場のうち、「テレワークを実施してい

る（過去に実施していた場合を含む）」と回答し

たのは 38社（46.3%）、「実施していない」と回答

したのは 44社（53.7%）であった（図 1-4）。 

 

（２）テレワークの実施状況（解析対象：「テレ

ワークを実施している」と回答した 38社） 

 テレワークの導入時期のうち、最も多かったの

は、緊急事態宣言が発令された令和 2 年 4 月

（50.0%）であり、次いで、同年 3 月および 5月

（いずれも 13.2%）であった（図 1-5）。また、テ

レワークを導入後、廃止したと回答した事業場は

10.6％であり、同年 5月または 8月に廃止してい

た（図 1-6）。テレワークの導入に COVID-19 が

影響しているかについては、97.4%が「影響して

いる」と回答していた（図 1-7）。 

 実施しているテレワークの形態（複数回答可）

のうち、最も多かったのは在宅勤務（97.4%）で

あり、次いで、サテライトオフィス勤務（18.4%）、

モバイル勤務（10.5%）であった（図 1-8）。テレ

ワークを実施している労働者の割合のうち、最も

多かったのは 20%以下（44.7%）であり、次いで、

61%～80%（15.8%）であった（図 1-9）。テレワ

ークの実施頻度については、その他（業種・職種

や時期などによって異なる）が最も多く（42.1%）、

次いで、週 2日（21.1%）、週 3日（10.5%）であ

った（図 1-10）。労働者がテレワークで使用して

いるハードウェアの支給状況のうち、最も多かっ

たのは会社からの支給（76.3%）であり、次いで、

私物（13.2%）、会社からの支給と私物の併用

（7.9%）であった（図 1-11）。 

 テレワーク導入後の労働者のメンタルヘルス

やストレスが悪化したかどうかについては、「ど

ちらとも言えない」が最も多く（60.5%）、次いで、

「あまり悪化しなかった」（18.4%）であり、「悪

化した」と回答したのは 10.5%であった（図 1-12）。

テレワーク実施時の労働者のメンタルヘルスや

ストレスに関する課題（複数回答可）について、

最も多く挙げられたのは「テレワーク社員とのコ

ミュニケーションの不足」（60.5%）であり、次い

で、「テレワーク社員とそうでない社員との公平

性の担保」（52.6%）、「テレワーク社員の勤怠管理

や時間管理」（47.4%）であった（図 1-13）。これ

らの課題に対して、多くの具体的な解決方法が挙

げられたが、支障となったこととして、費用の問

題や公平性の担保を挙げた事業場が散見した。 

 テレワークの導入・実施にあたり、労働者に対

して事前に説明した（説明している）事項（複数

回答可）について、最も多く挙げられたのは「テ

レワーク運用のルール」（71.1%）であり、次いで、

「テレワークによって行った業務内容の報告の

方法」（57.9%）、「労働時間」（52.6%）であった

（図 1-14）。リモートで実施する体制を整えてい

る（整備中または実施済みの）メンタルヘルス対

策（複数回答可）として、最も多く挙げられたの

は「ストレスチェック」（整備中 13.2%、実施済

み 28.9%）であり、次いで「ストレスチェック実

施後の事後措置」（整備中 21.1%、実施済み 13.2%）

および「産業保健専門職による面談」（整備中

15.8%、実施済み 18.4%）であった（図 1-15）。

その際の工夫として、オンラインを活用したもの

が多く挙げられたが、「従前より実施していたも

のを活用し、特別な工夫は行っていない」と回答

した事業場も散見した。このような背景もあり、

講じた工夫が有用だったかについては、「通常の

方法とほぼ同様に実施できた」が最も多く

（57.1%）、「通常と同様に実施することはできな

かった」や「実施できたが問題があった」と回答

した事業場は皆無であった（図 1-16）。 

 労働者のメンタルヘルスやストレスに関わる

ことで、テレワークを導入して良かったこと（複

数回答可）について、最も多く挙げられたのは「働

き方改革が進んだ」（44.7%）であり、次いで、「業

務プロセスの見直しにつながった」（28.9%）、「非

常時の事業継続に役立った」および「通勤困難な

社員が継続して働くことが可能になった」（それ

ぞれ 26.3%）であった（図 1-17）。 

 

（３）テレワークを実施していない（できない）

理由（解析対象：「テレワークを実施していない」

と回答した 44社） 

 テレワークを実施していない（できない）理由

（複数回答可）について、最も多く挙げられたの

は「テレワークに適した業務がないから」（88.6%）

であり、次いで、「企業規模が小さいから」およ

び「取引先対応などに支障をきたすから」（それ

ぞれ 18.2%）であった（図 1-18）。 

 

（４）テレワークの導入・実施の継続に必要な情

報やサービス 

 テレワークを導入したり、実施を継続したりす



る際に必要と思う情報やサービスについては、多

くの意見が挙げられた。具体的には「テレワーク

社員の不安解消に役立つ情報」、「コミュニケーシ

ョンの活用案」、「テレワーク社員とそうでない社

員の公平性を担保するための情報」、「テレワーク

実施に向けた導入プラン方法などを指南するサ

ービス」、「若手社員への教育方法に関する情報」

などが挙げられた。 

 

２．労働者向け調査 

 令和 2年 10月 23日にインターネット調査の配

信を開始し、10月 30日に目標数の 4,500人に達

し、調査を終了した。男性は、当初の目標通り、

各年代から 450 人の回答が得られたが、女性は、

60歳代で目標数に達しなかったため、不達成分を

他の年代（20 歳代～50 歳代）の女性にほぼ均等

になるように割り付け、補填することになった。

その結果、女性の年代別の回答数は 20歳代：505

人、30歳代：505人、40歳代：500人、50歳代：

510 人、60 歳代：230 人となった。以下、この

4,500人を対象総数として解析を行った。 

 

（１）基本属性およびテレワークに特有のストレ

スの分布 

 回答者の業種のうち、最も多かったのは製造業

（27.1%）であり、次いで、通信業（12.7%）、金

融・広告業（10.5%）であった（図 2-1）。職種の

うち、最も多かったのは事務従事者（36.8%）で

あり、次いで、専門的・技術的職業従事者（26.7%）、

管理的職業従事者（15.0%）であった（図 2-2）。

勤務先の会社や団体の総労働者数のうち、最も多

かったのは 1,000 人以上（45.4%）であり、次い

で、300 人以上～1,000 人未満（16.6%）、100 人

以上～300 人未満（13.4%）であった（図 2-3）。

勤務先の事業場（本社や営業所など）の労働者数

のうち、最も多かったのは 30人未満（23.2%）で

あり、次いで 1,000人以上（22.1%）、100人以上

～300人未満（17.9%）であった（図 2-4）。 

 テレワークでない時の主な通勤形態は74.3%が

公共交通機関（バス・電車等）を利用しており（図

2-5）、片道の通勤時間は、多い順に 45分～1時間

未満（26.7%）、1時間～1時間30分未満（21.0%）、

45分～1時間未満（21.0%）であった（図 2-6）。 

 家族との同居状況については、73.0%が家族（同

棲者を含む）と同居しており（図 2-7）、このうち、

22.5%が未就学児と、18.8%が小中学生の子ども

と同居していた（図 2-8～2-9）。 

 勤務先の会社や団体でテレワークが導入され

た時期のうち、最も多かったのは令和 2 年 4 月

（47.6%）、次いで同年 3月（25.9%）であり、多

くの会社・団体で緊急事態宣言発令の直前～発令

時にテレワークが導入されていた（図 2-10）。ま

た、テレワークの導入にあたり、勤怠管理や残業、

業績評価等に関する事前の説明があったと回答

した者は 67.7%（図 2-11）、光熱費などの金銭的

な補助があったと回答した者は 22.3%であった

（図 2-12）。テレワーク勤務の選択権があったど

うかについては、導入当初から自分自身でテレワ

ークを行うかどうかを選択することができたと

回答した者が 47.3%、途中から選択できるように

なったと回答した者が 24.8%であった（図 2-13）。 

 勤務先の会社や団体でオンライン上での親睦

を深めるような場やイベント（公式・非公式は問

わない）が開催されていると回答したのは 23.4%

であり（図 2-14）、このうち、参加していると回

答したのは 57.6%であった（図 2-15）。 

 テレワーク特有のストレスとして、「そうだ」

または「まあそうだ」と回答した者の割合が最も

高かった項目は「自分の身体に合った椅子や机が

ない」（52.1%）であり、次いで「オンライン会議

で相手の音声がうまく聞こえなかったりする」

（50.8%）、「上司や同僚との意思疎通・コミュニ

ケーションがとりづらい」（50.4%）、「意思決定や

情報共有に時間と手間がかかる」（49.9%）、「テレ

ワークの環境が整っていない（例：自宅にプリン

タやスキャナがない等）」（49.2%）であった（図

2-16）。 

 

（２）業種および職種別のテレワークによる仕事

の状況および心身の健康状態の変化とテレワー

クの実施継続に対する意識の分布 

 業種別の分析において、仕事の量的な負担、仕

事の質的な負担、仕事の身体的な負担、1 日あた

りの労働時間などの「仕事の要求度」に関連する

事項が「増えた」と回答した割合が高かったのは

教育・研究業であった。また、接客・娯楽業は、

様々な仕事の状況の変化について「増えた」と回

答した割合と「減った」と回答した割合がともに

高く、二極化する傾向が認められた（図 2-17～

2-31）。一方、心身の健康状態の変化については、

通信業において、仕事のパフォーマンスが「向上

した」、身体面／精神面の全般的な健康状態が「良

くなった」と回答した割合が比較的高かったが、

特定の業種において、心身の健康状態が悪化した

といったような傾向は認められなかった（図 2-32

～2-40）。テレワークの実施継続に対する意識に

ついては、いずれの業種も 6～7 割が「大いに歓

迎する」または「どちらかというと歓迎する」と

回答しており、テレワークに対して好印象である

ことが窺えた（図 2-41）。 

 職種別の分析では、サービス職業従事者におい

て、仕事の量的な負担や 1日あたりの労働時間が

「減った」と回答した割合が高かった一方、技能

の活用度や働きがいも「低下した」と回答した割

合が高く、やや消極的な勤務状況になっているこ

とが窺えた（図 2-42～2-56）。一方、心身の健康



状態の変化については、特定の職種において、心

身の健康状態が向上あるいは悪化しているとい

ったような傾向は認められなかった（図 2-57～

2-65）。テレワークの実施継続に対する意識につ

いては、多くの職種において、6～7割が「大いに

歓迎する」または「どちらかというと歓迎する」

と回答していた（図 2-66）。 

 

（３）基本属性別の主要な心身の健康状態（仕事

のパフォーマンス、身体面および精神面の全般的

な健康状態）の変化の分布 

 仕事のパフォーマンスについては、男女ともに

年代が若いほど「向上した」と回答した割合が高

かった（図 2-67）。その他の基本属性では、テレ

ワークでない時の片道の通勤時間が長いほど、パ

フォーマンスが「向上した」と回答した割合が高

かった。また、テレワーク導入にあたって、勤務

先から光熱費などの金銭的な補助を受けている

人や、オンライン上での親睦を深めるような場や

イベントに参加している人も、パフォーマンスが

「向上した」と回答した割合が高かった（図 2-68）。 

 身体面の全般的な健康状態については、仕事の

パフォーマンスと同様、男女ともに年代が若いほ

ど「良くなった」と回答した割合が高かった（図

2-69）。その他の基本属性では、テレワークでな

い時の片道の通勤時間が長いほど、身体面の全般

的な健康状態が「良くなった」と回答する割合が

高くなる傾向が認められたが、通勤時間が 2時間

以上の者については、逆に「悪くなった」と回答

した割合が高かった。また、仕事のパフォーマン

スと同様、オンライン上での親睦を深めるような

場やイベントに参加している人は、身体面の全般

的な健康状態が「良くなった」と回答した割合が

高かった（図 2-70）。 

 精神面の全般的な健康状態については、概ね、

身体面の全般的な健康状態と同様の傾向が認め

られたが、これに加え、独り暮らしの人は、精神

面の全般的な健康状態が「悪くなった」と回答し

た割合が高かった。また、テレワーク導入から現

在に至るまで、自分自身でテレワークを行うかど

うかを選択できていない（勤務先の指示のもとで

強制的にテレワークを実施している）と回答した

人も、精神面の全般的な健康状態が「悪くなった」

と回答した割合が高かった（図 2-71～2-72）。 

 

（４）テレワークに特有のストレス別の主要な心

身の健康状態の変化の分布 

 テレワークに特有のストレスのうち、仕事のパ

フォーマンスが「低下した」と回答した者の割合

が最も高かった項目は「仕事に集中できる作業環

境を確保できない」（55.0%）であり、次いで「上

司や同僚との意思疎通・コミュニケーションがと

りづらい」（49.8%）、「意思決定や情報共有に時間

と手間がかかる」（49.5%）、「役割分担、業務内容、

業務指示が明確でない」（49.2%）、「ノート PCし

かない、サブモニターがないなど、PC での作業

がしづらい」（49.0%）であった（図 2-73）。 

 身体面の全般的な健康状態が「悪くなった」と

回答した者の割合が最も高かった項目は「仕事に

集中できる作業環境を確保できない」（24.3%）で

あったが、その他の項目はいずれも 20%前後であ

った（図 2-74）。 

 精神面の全般的な健康状態が「悪くなった」と

回答した者の割合が最も高かった項目は「仕事に

集中できる作業環境を確保できない」（28.8%）で

あり、次いで「役割分担、業務内容、業務指示が

明確でない」（26.5%）、「オンライン会議のスケジ

ュール管理が煩雑である」（26.4%）、「上司や同僚

との意思疎通・コミュニケーションがとりづら

い」（25.5%）、「意思決定や情報共有に時間と手間

がかかる」（25.3%）であった（図 2-75）。 

 

Ｄ．考察 

１．事業場向け調査 

 事業場向け調査では、「テレワークを実施して

いる」と回答した事業場のうち、テレワーク導入

後、労働者のメンタルヘルスやストレスが「悪化

した」と回答したのは僅か 10.5%であり、多くの

事業場でオンラインを活用したり、従前より実施

していた取り組みを応用したりしながら、独自に

テレワーク労働者に対するメンタルヘルス対策

を行っていた。しかしながら、本調査の回収率は

6.3%であり、先進的な取り組みを行っている事業

場が回答しやすかった可能性があることから、結

果を読み取る際には、選択バイアスの影響を受け

ている可能性があることに留意する必要がある。 

 また、テレワークを実施する上での課題として、

費用面や公平性の担保の問題が多く挙げられた。

現在、テレワークを行う際の作業環境を確保でき

るようにするための費用を助成するため、中小企

業の事業者を対象に「働き方改革推進支援助成金

（テレワークコース）」等の制度が整えられてい

るが、事業者がこのような制度を利用しやすくす

るため、助成金制度の更なる周知・適用範囲の拡

充を行うとともに、テレワーク労働者とそうでな

い労働者の公平性を担保するための情報を提供

していくことが必要である。 

 

２．労働者向け調査 

 労働者向け調査では、いずれの業種・職種にお

いても、テレワークの実施継続に対して 6～7 割

が「大いに歓迎する」または「どちらかというと

歓迎する」と回答しており、テレワークの実施を

肯定的に捉えていることが窺えた。一方で、企業

がテレワークを導入するにあたっては、自社の業

種・職種の特徴や、メリット・デメリットを踏ま



えて検討する必要があるため、今後「テレワーク

マネージャー相談事業」等、利用可能な事業や相

談機関に関する情報を提供していくことが望ま

れる。また、本調査では、上司・同僚とのコミュ

ニケーションの取りづらさが、テレワーク労働者

の業務パフォーマンスの低下や精神的健康の悪

化と関連していたことから、企業がテレワークを

導入するにあたっては、管理監督者と労働者の双

方が適切に研修を受ける必要があることも周知

することが望まれる。同時に、このような研修を

受ける際にも、先に挙げたような「働き方改革推

進支援助成金（テレワークコース）」等の制度が

利用できることを周知することは、これからテレ

ワークの導入を考えている事業者にとって有益

と思われる。 

 更に、本調査では、独り暮らしの人や、勤務先

の指示のもとで強制的にテレワークを実施して

いる人など、テレワークの実施によって精神的健

康が悪化するリスクが高い人の特徴も明らかに

なった。このような「高リスク者」の特徴を周知

することで、テレワーク労働者に対する効果的な

メンタルヘルス対策に結び付く可能がある。例え

ば、本調査では「オンライン上での親睦を深める

ような場への参加」が、業務パフォーマンスの向

上や心身の健康状態の改善と関連していたが、各

企業で（公式・非公式を問わず）このようなオン

ライン交流の場を設定し、高リスク者に参加を呼

びかけることも効果的と思われる。 

 

Ｅ．結論 

 事業場および労働者を対象とした自記式質問

票調査によって、テレワーク導入に伴うストレス

の増加・減少の傾向を把握し、その実態を明らか

にした。本調査の結果から、今後、テレワーク労

働者に対するメンタルヘルス対策を進めていく

上で、テレワークの導入・実施に際して利用可能

な事業や助成金制度に関する情報、教育研修を適

切に実施することの必要性、健康影響を受けやす

い人の特徴とその対策に関する情報を周知して

いくことが必要と考えられた。 
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